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平成30年度 税制改正解説速 報

禁無断複写・転載

個人所得課税 青色申告特別控除における控除額の引き下げ

1．改正の概要

・取引を正規の簿記の原則に従って記録している個人の青色申告特別控除の控除額が55万円（改正前65万円）に引き下げとなる。
ただし、一定の要件（※）を満たした場合には、控除額は65万円とする。

2．適用時期

・平成32年分以後の所得税及び平成33年以後の個人住民税について適用される。
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3．実務上の留意点

・簡易簿記や現金主義による控除額10万円の青色申告特別控除については改正なし。
・改正前控除額が65万円の個人で、電磁的記録の備付け及び保存等なしの場合には、控除額が55万円となり、増税となる。

青色申告は、記帳を前提とした課税を行うために導入された制度であるが、今年度改正は、電子申告納税制度の定着を
図るための改正であると考えられ、電子申告が現在よりも普及すると想定される。

4．今後の注目点


